
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プラスチック基材の少なくとも一方の面に、

プライマ－コ－ト層、
金属または金属

酸化物の 薄膜層、および、 有機化合物 薄膜層を順次に設け
たことを特徴とするガスバリア性蒸着積層体。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、ガスバリア性蒸着積層体に関し、更に詳しくは、各層間の密接着性に優れ、か
つ、酸素ガス、水蒸気等に対するガスバリア性、防湿性等に優れ、主に、包装用材料とし
て有用なガスバリア性蒸着積層体に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、飲食品、医薬品、化粧品、洗剤、雑貨品、その他等の種々の物品を充填包装するた
めに、種々の包装用材料が開発され、提案されている。
而して、それらの一つとして、酸素ガスあるいは水蒸気等に対するバリア性材料があり、
このものは、包装用容器を製造するときに、常に、求められる材料であり、そのために、
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硝化綿とポリウレタン系樹脂、または、飽
和ポリエステル系樹脂をビヒクルの主成分とし、これに、イソシアネ－ト系化合物からな
る硬化剤を添加してなるコ－ティング組成物による アルミニウム蒸
着膜、酸化アルミニウムの蒸着薄膜または酸化ケイ素の蒸着薄膜からなる

蒸着 合成ワックスからなる 蒸着



従来から種々の形態からなるバリア性材料が開発され、提案されている。
現在、アルミニウム箔が、最も一般的なバリア性材料として使用され、更に、アルミニウ
ム等の金属元素をプラスチックフィルムの片面に蒸着したアルミニウム蒸着フィルムも同
様に一般的なバリア性材料として使用されている。
ところで、近年、バリア性材料においては、その性能を更に向上させるものとして、例え
ば、プラスチックフィルムの片面に酸化ケイ素、酸化アルミニウム等の金属酸化物の蒸着
膜を設けた構成からなる透明バリア性材料が開発され、提案されている。
更にまた、上記のアルミニウム蒸着フィルム、あるいは、酸化ケイ素、酸化アルミニウム
等の金属酸化物の蒸着膜を設けた構成からなる透明バリア性材料等においては、保護被膜
として、その蒸着膜の上に、更に、有機化合物の蒸着薄膜を設けた構成からなるバリア性
材料も開発され、提案されている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記のようなバリア性材料において、アルミニウム箔は、バリア性等に極
めて優れている材料であるが、透明性が劣ること、更に、環境対応に劣ること等の問題点
があるものである。
次に、上記のアルミニウム蒸着フィルム、あるいは、酸化ケイ素、酸化アルミニウム等の
金属酸化物の蒸着膜を設けた構成からなる透明バリア性材料等においては、バリア性にお
いては、基材としての単体のプラスチックフィルムと比較して格段に向上するものではあ
るが、上記のアルミニウム箔のそれには程遠く到底に及ぶべきものではないものである。
例えば、未延伸ポリプロピレンフィルム（ＣＰＰ）あるいはポリエチレンフィルム等にア
ルミニウムを蒸着したアルミニウム蒸着フィルムにおいては、バリア性、特に、酸素ガス
バリア性において劣り、具体的に、厚さ２５μｍの未延伸ポリプロピレンフィルム（ＣＰ
Ｐ）にアルミニウムを蒸着したアルミニウム蒸着フィルムにおいては、酸素透過率が、通
常、３０ｃｃ位が一般的である。
また、上記の保護被膜として、蒸着膜の上に、更に、有機化合物の蒸着薄膜を設けた構成
からなるバリア性材料においては、酸素ガス、水蒸気等に対するバリア性、防湿性等を改
善するものではあるが、基材としてのプラスチックフィルムと蒸着膜との間の密着性にお
いてしばしば問題を起こし、プラスチックフィルムに対する蒸着膜の密着性が劣ると、そ
の密着強度が低下し、その層間において剥離現象を起こし、酸素ガス、水蒸気等に対する
バリア性、防湿性等を著しく損なってしまいという問題点があるものである。
そこで本発明は、基材としてのプラスチックフィルムと蒸着膜との密着強度に優れ、かつ
、酸素ガス、水蒸気等に対するガスバリア性、防湿性等に優れ、主に、包装用材料として
有用なバリア性材料を提供することである。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
本発明者は、上記のような問題点を解決すべく種々研究の結果、基材としてのプラスチッ
ク基材の表面に、有機化合物によるプライマ－コ－ト層を設けることにより、プラスチッ
ク基材自身の耐熱性が向上し、更に、その表面の凹凸を覆ってその平滑性も向上し、また
、その表面濡れ性、親和性等も向上し、金属または金属酸化物の蒸着薄膜層との密接着性
を高め得ることに着目し、まず、プラスチック基材の少なくとも一方の面に、有機化合物
によるプライマ－コ－ト層を設け、次いで、該有機化合物によるプライマ－コ－ト層面に
、金属または金属酸化物の蒸着薄膜層を設け、更に、該金属または金属酸化物の蒸着薄膜
層面に、有機化合物の蒸着薄膜層を順次に設けて蒸着積層体を製造したところ、プラスチ
ック基材と金属または金属酸化物の蒸着薄膜層とが、有機化合物によるプライマ－コ－ト
層を介して強固に密接着し、その層間において層間剥離等の現象が認められず、更に、酸
素透過率、水蒸気透過率等に優れ、極めて有用なバリア性蒸着積層体を製造し得ることを
見出して本発明を完成したものである。
【０００５】
すなわち、本発明は、プラスチック基材の少なくとも一方の面に、有機化合物によるプラ
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イマ－コ－ト層、金属または金属酸化物の薄膜層、および、有機化合物薄膜層を順次に設
けたことを特徴とするガスバリア性蒸着積層体に関するものである。
【０００６】
【発明の実施の形態】
上記の本発明について以下に更に詳しく説明する。
まず、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体の構成について、その一例を例示して図面
を用いて説明すると、図１は、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体についてその一例
の層構成を示す概略的断面図であり、図２は、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体の
製造法についてその一例の構成を示す概略的構成図である。
【０００７】
本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体についてその一例を例示して説明すると、本発明
にかかるガスバリア性蒸着積層体１は、図１に示すように、基本的構成としては、プラス
チック基材２の少なくとも一方の面に、少なくとも、有機化合物によるプライマ－コ－ト
層３、金属または金属酸化物の薄膜層４、および、有機化合物薄膜層５を順次に設けた構
成からなるものである。
而して、上記のような構成からなる本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体においては、
まず、プラスチック基材の表面に有機化合物によるプライマ－コ－ト層を設けることによ
り、該プラスチック基材自身の耐熱性を向上させて、金属または金属酸化物の薄膜層を形
成する際のプラスチック基材の熱劣化等を防止するものである。
また、本発明においては、プラスチック基材の表面に有機化合物によるプライマ－コ－ト
層を設けることにより、該プラスチック基材の表面の凹凸を覆ってその平滑性を高め、更
に、その表面の濡れ性、親和性等を向上させて、金属または金属酸化物の薄膜層との密接
着性を高め、その密接着強度を強固にし、その層間剥離等を防止するものである。
また、本発明においては、　金属または金属酸化物の薄膜層４の上に有機化合物薄膜層５
を設けることにより、該有機化合物薄膜層５が金属または金属酸化物の薄膜層４を保護す
る保護薄膜として作用し、例えば、金属または金属酸化物の薄膜層４の表面の損傷、腐食
等の保護作用を奏するものである。
【０００８】
次に、本発明において、上記の本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体の製造法について
その一例である巻き取り式真空蒸着機を例示して説明すると、図２に示すように、巻き取
り式真空蒸着装置１１の真空チャンバ－１２の中に、巻き出しロ－ル１３から繰り出す、
予め、有機化合物によるプライマ－コ－ト層（３）を設けたプラスチック基材２を、ガイ
ドロ－ル１４、１５を介して、冷却したコ－ティングドラム１６に案内し、而して、まず
、該コ－ティングドラム１６上において、プラスチック基材２の上に予め設けた有機化合
物によるプライマ－コ－ト層（３）の表面に、るつぼ１７で蒸発源として熱せられた金属
または金属酸化物１８を蒸発させ（矢印）、その際に、必要ならば、酸素吹き出し口等（
図示せず）より酸素ガス等を噴出させながら、該プラスチック基材２の表面に予め形成さ
れている有機化合物のプライマ－コ－ト層（３）の表面に、マスク１９、１９を介して金
属または金属酸化物の蒸着薄膜層（４）を成膜化し、次いで、該金属または金属酸化物の
蒸着薄膜層（４）を成膜化したプラスチック基材２を、ガイドロ－ル１５´、１４´を介
して、巻き取りロ－ル２２に巻き取る際に、ガイドロ－ル１５´とコ－ティングドラム１
６との間で、るつぼ２０で蒸着源として熱せられた有機化合物２１を蒸発させて（矢印）
、プラスチック基材２の表面に予め設けた有機化合物のプライマ－コ－ト層（３）および
金属または金属酸化物の蒸着薄膜層（４）の上に、更に、有機化合物の蒸着薄膜層（５）
を形成して、プラスチック基材２の少なくとも一方の面に、少なくとも、有機化合物によ
るプライマ－コ－ト層（３）、金属または金属酸化物の薄膜層（４）、および、有機化合
物薄膜層（５）を順次に設けて構成した本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体を製造す
ることができるものである。
【０００９】
上記の本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体の製造法においては、上記の説明で明らか
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なように、プラスチック基材の表面に、予め、有機化合物によるプライマ－コ－ト層を形
成し、該プライマ－コ－ト層の表面に、金属または金属酸化物の薄膜層と有機化合物の蒸
着薄膜層とを、真空蒸着機等を使用し、その同一チャンバ－内で連続的に蒸着して蒸着薄
膜層を形成してその生産性等を高めるものである。
具体的には、本発明においては、予め、有機化合物のプライマ－コ－ト層を設けたプラス
チック基材の該プライマ－コ－ト層の表面に、真空蒸着機等の同一チャンバ－内で、金属
または金属酸化物の薄膜層を蒸着等により形成し、更にまた、該金属または金属酸化物の
薄膜層を蒸着等により形成した直後に、該金属または金属酸化物の薄膜層の表面に、有機
化合物薄膜層を蒸着等により形成することにより、その生産性を高めるものである。
特に、本発明においては、金属または金属酸化物の薄膜層、および、有機化合物薄膜層を
順次に形成するときに、該金属または金属酸化物の薄膜層の表面は、他の異物、例えば、
ガイドロ－ル等の表面が接触することを避けることが好ましく、蒸着直後の金属または金
属酸化物の薄膜層の表面に、直接的に次の有機化合物の蒸着薄膜を形成し、その層間の密
接着性、保護薄膜性等を向上させることが好ましいものである。
すなわち、上記において、有機化合物薄膜層を形成するときに、金属または金属酸化物の
薄膜層の表面に、例えば、ガイドロ－ル等の表面が接触することを避けることにより、そ
の表面の損傷等の発生を確実に防止することができるという利点を有するものである。
上記の例示は、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体について、あるいは、その製造法
について、その一例を例示したものであり、本発明は、これによって限定されるものでな
いことは言うまでもないことである。
【００１０】
次に、本発明において、上記のような本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体、あるいは
、その製造法等において使用する材料、その製造法等について説明すると、まず、本発明
において、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体を構成するプラスチック基材としては
、プライ－マ－コ－ト層を保持し、かつ、各蒸着薄膜層を保持し得るプラスチックのフィ
ルムないしシ－トであればいずれのものでも使用することができ、例えば、ポリエチレン
、ポリプロピレン、ポリブテン等のポリオレフィン系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、ポ
リ塩化ビニル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリ塩化ビニリデン系樹脂、エチレン－酢酸
ビニル共重合体ケン化物、ポリビニルアルコ－ル、ポリカ－ボネ－ト系樹脂、フッ素系樹
脂、ポリ酢酸ビニル系樹脂、アセタ－ル系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂
、その他等の各種の透明な樹脂のフィルムないしシ－トを使用することができる。
これらの樹脂のフィルムないしシ－トは、一軸ないし二軸方向に延伸されているものでも
よく、また、その厚さとしては、１０～２００μｍ位、好ましくは、１０～１００μｍ位
が望ましい。
また、上記の樹脂のフィルムないしシ－トとしては、必要ならば、コロナ放電処理、オゾ
ン処理、プラズマ処理等の前処理等を任意に施すこともできる。
【００１１】
次にまた、本発明において、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体を構成する有機化合
物によるプライマ－コ－ト層を形成する有機化合物としては、例えば、ポリウレタン系樹
脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、エポキシ系樹脂、フェノ－ル系樹脂、ポリ
酢酸ビニル系樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、酸変性ポリオレフィン系樹脂、（
メタ）アクリル系樹脂、ポリブタジエン系樹脂、ゴム系化合物、石油系樹脂、アルキルチ
タネ－ト系化合物、ポリエチレンイミン系化合物、イソシアネ－ト系化合物、澱粉、カゼ
イン、アラビアゴム、セルロ－ス誘導体、ワックス類、その他等の樹脂またはそのプレポ
リマ－もしくはモノマ－等の一種ないしそれ以上の混合物を使用することができる。
本発明において、上記の樹脂またはそのプレポリマ－もしくはモノマ－としては、１液硬
化型、あるいは、二液硬化型等のいずれのものでも使用することができる。
而して、本発明においては、上記のような樹脂またはそのプレポリマ－もしくはモノマ－
等の一種ないしそれ以上の混合物をビヒクルの主成分とし、これに、必要ならば、例えば
、各種の安定剤、硬化剤ないし架橋剤、充填剤、その他等の添加剤を任意に添加し、溶剤
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、希釈剤等で充分に混練して、コ－ティング剤組成物を調整し、該コ－ティング剤組成物
を使用し、これを、例えば、ロ－ルコ－ト法、グラビアコ－ト法、スプレイコ－ト法、エ
アナイフコ－ト法、キスコ－ト法、その他等のコ－ティング法でプラスチック基材の表面
にコ－ティングして、有機化合物によるプライマ－コ－ト層を形成することができる。
本発明において、上記の有機化合物によるプライマ－コ－ト層の膜厚としては、５００～
５０００Å位が好ましい。
また、本発明において、上記のコ－ティング法としては、生産性、膜厚の均一性等の観点
から、グラビアコ－ト法を用いることが最も望ましいものである。
【００１２】
次にまた、本発明において、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体を構成する金属また
は金属酸化物の薄膜層を形成する金属またと金属酸化物としては、基本的には、蒸着等に
より、金属または金属酸化物をアモルファス（非晶質）化した薄膜層を形成し得るもので
あればいずれのものでも使用可能であり、例えば、ケイ素（Ｓｉ）、アルミニウム（Ａｌ
）、マグネシウム（Ｍｇ）、カルシウム（Ｃａ）、カリウム（Ｋ）、スズ（Ｓｎ）、ナト
リウム（Ｎａ）、ホウ素（Ｂ）、チタン（Ｔｉ）、鉛（Ｐｂ）、ジルコニウム（Ｚｒ）、
イットリウム（Ｙ）等の金属、あるいは、その金属酸化物を使用することができる。
而して、包装用材料等に適するものとしては、アルミニウム、ケイ素またはアルミニウム
等の金属酸化物を挙げることができる。
なお、本発明において、金属酸化物は、ケイ素酸化物、アルミニウム酸化物、マグネシウ
ム酸化物等のように、その表記は、例えば、ＳｉＯ X  、ＡｌＯ X  、ＭｇＯ X  等のようにＭ
Ｏ X  （ただし、式中、Ｍは、金属元素を表し、Ｘの値は、金属元素によってそれぞれ範囲
がことなる。）で表される。
而して、上記の式中のＸの値の範囲としては、ケイ素（Ｓｉ）は、０～２、アルミニウム
（Ａｌ）は、０～１．５、マグネシウム（Ｍｇ）は、０～１、カルシウム（Ｃａ）は、０
～１、カリウム（Ｋ）は、０～０．５、スズ（Ｓｎ）は、０～２、ナトリウム（Ｎａ）は
、０～０．５、ホウ素（Ｂ）は、０～１、５、チタン（Ｔｉ）は、０～２、鉛（Ｐｂ）は
、０～１、ジルコニウム（Ｚｒ）は０～２、イットリウム（Ｙ）は、０～１．５の範囲の
値をとることができる。
上記において、Ｘ＝０の場合、完全な金属であり、また、Ｘの範囲の上限は、完全に酸化
した値である。
本発明において、包装用材料としては、一般的に、ケイ素（Ｓｉ）、アルミニウム（Ａｌ
）以外は、使用される例に乏しく、ケイ素（Ｓｉ）は、１．０～２．０、アルミニウム（
Ａｌ）は、０．５～１．５の範囲の値のものを使用することができる。
【００１３】
次にまた、本発明において、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体を構成す有機化合物
薄膜を形成する有機化合物としては、主として、炭素と水素とからなる化合物であり、更
に、その他、例えば、酸素、窒素等の元素を含んでもよく、更に、微量の金属元素等も含
んでもよく、更に、蒸着薄膜層を形成する上で常温において液状ないし固体状である有機
化合物を使用することができる。
上記の有機化合物としては、例えば、天然ないし合成樹脂、天然ないし合成ゴム、または
、天然ないし合成ワックスの１種ないしそれ以上の混合物、更には、潤滑剤の１種ないし
それ以上の混合物も使用することができる。
具体的には、例えば、ポリエチレン系樹脂あるいはポリプロピレン系樹脂等のポリオレフ
ィン系樹脂、メチルペンテン系樹脂、ポリブテン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリ（メ
タ）アクリル系樹脂、ポリアクリルニトリル系樹脂、ポリカ－ボネ－ト系樹脂、フェノ－
ル系樹脂、フラン系樹脂、ケトン系樹脂、キシレン系樹脂、メラミン系樹脂、尿素系樹脂
、アニリン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、エポキシ系樹脂、その他等
の合成樹脂類、ロジン、シェラック、その他等の天然樹脂類、エチレン－プロピレンゴム
、ブチルゴム、ニトリルゴム、アクリルゴム、シリコ－ンゴム、その他等の合成ゴム類、
生ゴム等の天然ゴム類、パラフィンワックス、微結晶ワックス、キャンデリラワックス、
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カルナウバワックス、モンタンワックス、ポリオレフィンワックス、マイクロクリスタリ
ンワックス、その他等の天然ないし合成ワックス類、シリコ－ン系オイル、フッ素系オイ
ル、ポリアルキルナフタレンオイル、ポリアルキルフタレ－トオイルポリフェニルエ－テ
ルオイル、石油留分、鉱物油、その他等の潤滑剤類を使用することができる。
本発明において、上記の有機化合物は、単独あるいは２種以上の混合物で使用することが
できる。
【００１４】
上記において、潤滑剤の１種ないし２種以上の混合物は、有機化合物薄膜層を構成する有
機化合物とし、それだけで単独で使用することができるが、本発明では、天然ないし合成
樹脂、天然ないし合成ゴム、または、天然ないし合成ワックスの１種ないしそれ以上の混
合物に、更に、潤滑剤の１種ないしそれ以上の混合物を添加してなる有機化合物組成物に
よる蒸着膜を形成して、有機化合物薄膜層を構成することが望ましい。
而して、上記のように潤滑剤を使用することにより、有機化合物薄膜層の滑り易さを向上
させることができ、特に、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体を巻き取る際に、ブロ
ッキングの発生等を防止することができるという利点を有するものである。
【００１５】
次に、本発明において、プラスチック基材の少なくとも一方の面に、予め、有機化合物に
よるプライマ－コ－ト層を設けた後、金属または金属酸化物の薄膜層、および、第２の有
機化合物薄膜層を順次に設ける方法としては、例えば、真空蒸着法、スパッタリング法、
イオンプレ－ティング法等の物理気相成長法（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏ
ｓｉｔｉｏｎ法、ＰＶＤ法）、あるいは、プラズマ化学気相成長法、熱化学気相成長法、
光化学気相成長法等の化学気相成長法（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔ
ｉｏｎ法、ＣＶＤ法）等を挙げることができる。
勿論、本発明において、一部を、真空蒸着法等の物理気相成長法で行い、他をプラズマ化
学気相成長法等の化学気相成長法で行うことは可能である。
また、本発明において、上記の真空蒸着法における蒸着方式は、抵抗加熱方式、誘導加熱
方式、電子ビ－ム加熱方式等を必要に応じて適宜選択して採用することができる。
また、本発明において、金属または金属酸化物の薄膜層を形成するに際し、上記のプラズ
マ化学蒸着法を採用し、例えば、テトラメチレンジシロキサン、ヘキサメチレンジシロキ
サン等の有機珪素化合物ガスを原料としてプラズマ活性化化学蒸着を行うことができる。
【００１６】
ところで、本発明において、金属または金属酸化物の薄膜層、および、第２の有機化合物
薄膜層等の各層の厚さとしては、まず、金属または金属酸化物の薄膜層の厚さとしては、
使用する金属、または金属酸化物の種類等によって異なるが、例えば、５０～３０００Å
位、好ましくは、１００～１０００Å位の範囲内で任意に選択して形成することが望まし
い。
また、本発明において、有機化合物薄膜層の厚さとしては、５００～５０００Å位、好ま
しくは、１０００～２０００Å位が望ましい。
次に、本発明においては、金属または金属酸化物の薄膜層としては、１層だけではなく、
２層あるいはそれ以上を積層した積層体の状態でもよく、また、使用する金属、または、
金属酸化物としては、１種または２種以上の混合物で使用し、異種の材質で混合した材料
による薄膜層を構成することもできる。
【００１７】
以上の説明で明らかなように、本発明は、プラスチック基材の少なくとも一方の面に、有
機化合物によるプライマ－コ－ト層、金属または金属酸化物の薄膜層、および、有機化合
物薄膜層を順次に設けたことを特徴とするガスバリア性蒸着積層体に関するものである。
而して、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体は、プラスチック基材と金属または金属
酸化物の蒸着薄膜層とが、有機化合物によるプライマ－コ－ト層を介して強固に密接着し
、その層間において層間剥離等の現象が認められず、また、金属または金属酸化物の蒸着
薄膜層を保護する保護薄膜として、有機化合物の蒸着薄膜層が作用し、該金属または金属
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酸化物の蒸着薄膜層の損傷等によるバリア性の低下等を防止し、更に、透明性に優れ、ま
た、酸素ガスあるいは水蒸気等に対するバリア性に優れ、従来の蒸着膜からなるガスバリ
ア－性フィルムでは得られないガスバリア－性を得ることができるものであり、ガスバリ
ア－性材料として、各種の包装用容器を製造する包装材料として有用なものである。
また、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体は、可撓性に欠ける金属または金属酸化物
の蒸着薄膜層の両面に、有機化合物の薄膜層を設けていることから、該金属または金属酸
化物の蒸着薄膜層の保護層として作用し、例えば、製造工程間の巻き返し、あるいは、ス
リット加工、更には、印刷、ラミネ－ト、製袋等の後加工等において、金属または金属酸
化物の蒸着薄膜層にクラック等が発生することなく、極めて、その製造、あるいは、後加
工適性に優れているものである。更に、本発明においては、蒸着等により、各薄膜層を連
続的に形成することから、その生産性を向上させるものである。
【００１８】
上記のようにして製造した本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体は、例えば、樹脂のフ
ィルム、紙基材、金属素材、合成紙、セロハン、その他等の包装用容器を構成する包装用
素材等と任意に組み合わせて、例えば、通常のラミネ－ト法によりラミネ－トして種々の
積層体を製造し、種々の物品を充填包装するに適した包装用容器を製造可能とするもので
ある。
上記の樹脂のフィルムとしては、具体的には、例えば、低密度ポリエチレン、中密度ポリ
エチレン、高密度ポリエチレン、線状低密度ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン－
プロピレン共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体、アイオノマ－樹脂、エチレン－ア
クリル酸エチル共重合体、エチレン－アクリル酸またはメタクリル酸共重合体、酸変性ポ
リオレフィン系樹脂、メチルペンテンポリマ－、ポリブテン系樹脂、ポリ塩化ビニル系樹
脂、ポリ酢酸ビニル系樹脂、ポリ塩化ビニリデン系樹脂、塩化ビニル－塩化ビニリデン共
重合体、ポリ（メタ）アクリル系樹脂、ポリアクリルニトリル系樹脂、ポリスチレン系樹
脂、アクリロニトリル－スチレン共重合体（ＡＳ系樹脂）、アクリロニトリル－ブタジェ
ン－スチレン共重合体（ＡＢＳ系樹脂）、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリ
カ－ボネ－ト系樹脂、ポリビニルアルコ－ル系樹脂、エチレン－酢酸ビニル共重合体のケ
ン化物、フッ素系樹脂、ジエン系樹脂、ポリアセタ－ル系樹脂、ポリウレタン系樹脂、ニ
トロセルロ－ス、その他等の公知の樹脂のフィルムないしシ－トから任意に選択して使用
することができる。
本発明において、上記のフィルムないしシ－トは、未延伸、一軸ないし二軸方向に延伸さ
れたもの等のいずれのものでも使用することができる。
また、その厚さは、任意であるが、数μｍから３００μｍ位の範囲から選択して使用する
ことができる。
更に、本発明においては、フィルムないしシ－トとしては、押し出し成膜、インフレ－シ
ョン成膜、コ－ティング膜等のいずれの性状の膜でもよい。
また、上記において、紙基材としては、例えば、強サイズ性の晒または未晒の紙基材、あ
るいは純白ロ－ル紙、クラフト紙、板紙、加工紙等の紙基材、その他等を使用することが
できる。
上記において、紙層を構成する紙基材としては、坪量約８０～６００ｇ／ｍ 2  位のもの、
好ましくは、坪量約１００～４５０ｇ／ｍ 2  位のものを使用することが望ましい。
【００１９】
次に、上記の本発明において、上記のような材料を使用して積層体を製造する方法につい
て説明すると、かかる方法としては、通常の包装材料をラミネ－トする方法、例えば、ウ
エットラミネ－ション法、ドライラミネ－ション法、無溶剤型ドライラミネ－ション法、
押し出しラミネ－ション法、Ｔダイ押し出し成形法、共押し出しラミネ－ション法、イン
フレ－ション法、共押し出しインフレ－ション法、その他等で行うことができる。
而して、本発明においては、上記の積層を行う際に、必要ならば、例えば、コロナ処理、
オゾン処理、フレ－ム処理、その他等の前処理をフィルムに施すことができ、また、例え
ば、ポリエステル系、イソシアネ－ト系（ウレタン系）、ポリエチレンイミン系、ポリブ

10

20

30

40

50

(7) JP 4028259 B2 2007.12.26



タジェン系、有機チタン系等のアンカ－コ－ティング剤、あるいはポリウレタン系、ポリ
アクリル系、ポリエステル系、エポキシ系、ポリ酢酸ビニル系、セルロ－ス系、その他等
のラミネ－ト用接着剤等の公知のアンカ－コ－ト剤、接着剤等を使用することができる。
【００２０】
次に、本発明において、上記のような積層体を使用して製袋ないし製函する方法について
説明すると、例えば、包装用容器がプラスチックフィルム等からなる軟包装袋の場合、上
記のような方法で製造した積層体を使用し、その内層のヒ－トシ－ル性樹脂層の面を対向
させて、それを折り重ねるか、或いはその二枚を重ね合わせ、更にその周辺端部をヒ－ト
シ－ルしてシ－ル部を設けて袋体を構成することができる。
而して、その製袋方法としては、上記の積層体を、その内層の面を対向させて折り曲げる
か、あるいはその二枚を重ね合わせ、更にその外周の周辺端部を、例えば、側面シ－ル型
、二方シ－ル型、三方シ－ル型、四方シ－ル型、封筒貼りシ－ル型、合掌貼りシ－ル型（
ピロ－シ－ル型）、ひだ付シ－ル型、平底シ－ル型、角底シ－ル型、その他等のヒ－トシ
－ル形態によりヒ－トシ－ルして、本発明にかかる種々の形態の包装用容器を製造するこ
とができる。
その他、例えば、自立性包装袋（スタンディングパウチ）等も製造することが可能であり
、更に、本発明においては、上記の積層材を使用してラミネ－トチュ－ブ容器等も製造す
ることができる。
上記において、ヒ－トシ－ルの方法としては、例えば、バ－シ－ル、回転ロ－ルシ－ル、
ベルトシ－ル、インパルスシ－ル、高周波シ－ル、超音波シ－ル等の公知の方法で行うこ
とができる。
なお、本発明においては、上記のような包装用容器には、例えば、ワンピ－スタイプ、ツ
ウ－ピ－スタイプ、その他等の注出口、あるいは開閉用ジッパ－等を任意に取り付けるこ
とができる。
【００２１】
次にまた、包装用容器として、紙基材を含む液体充填用紙容器の場合、例えば、積層材と
して、紙基材を積層した積層材を製造し、これから所望の紙容器を製造するブランク板を
製造し、しかる後該ブランク板を使用して胴部、底部、頭部等を製函して、例えば、ブリ
ックタイプ、フラットタイプあるいはゲ－ベルトップタイプの液体用紙容器等を製造する
ことができる。
また、その形状は、角形容器、丸形等の円筒状の紙缶等のいずれのものでも製造すること
ができる。
【００２２】
本発明において、上記のようにして製造した包装用容器は、透明性、酸素、水蒸気等に対
するガスバリア性、耐衝撃性等に優れ、更に、ラミネ－ト加工、印刷加工、製袋ないし製
函加工等の後加工適性を有し、また、バリア性膜としての蒸着薄膜の剥離を防止し、かつ
、その熱的クラックの発生を阻止し、その劣化を防止して、バリア－性膜として優れた耐
性を発揮し、例えば、飲食品、医薬品、洗剤、シャンプ－、オイル、歯磨き、接着剤、粘
着剤等の化学品ないし化粧品、その他等の種々の物品の充填包装適性、保存適性等に優れ
ているものである。
【００２３】
【実施例】
実施例１
厚さ２５μｍのキャストポリプロフピレンフィルムの片面に、グラビアコ－ト法を用いて
、下記の条件で厚さ１３００Åのプライマ－コ－ト層を形成した。
（コ－ティング剤組成物）：
主剤；硝化綿／ポリウレタン系樹脂（固形分　２５％）
硬化剤；イソシアネ－ト系化合物（固形分　７５％）
混合比；主剤：硬化剤＝１００：５
溶剤；酢酸エチル
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次に、上記でプライマ－コ－ト層を形成したキャストポリプロフピレンフィルムのプライ
マ－コ－ト層面に、下記の条件で電子ビ－ム方式の真空蒸着法を用いて厚さ２００Åのア
ルミニウム蒸着膜を形成し、しかる後、連続的に同一チャンバ－内で厚さ２０００Åの合
成ワックスの蒸着薄膜を形成し、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体を製造した。
（蒸着条件）：
巻取チャンバ－内の真空度、２×１０ - 2ｍｂａｒ
蒸着チャンバ－内の真空度、２×１０ - 4ｍｂａｒ
フィルム速度：２００ｍ／分
【００２４】
実施例２
厚さ１２μｍの２軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムの片面に、上記の実施例１
と同様にして、プライマ－コ－ト層を形成した。
次に、上記でプライマ－コ－ト層を形成した２軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィル
ムのプライマ－コ－ト層の面に、プラズマ化学蒸着機を用いて、フィルム搬送速度２００
ｍ／分で下記の２層を連続的に同一チャンバ－内で蒸着形成した。
まず、プラズマ化学蒸着法を用い、ヘキサメチルジシロキサンを原料として厚さ１５０Å
の酸化ケイ素の蒸着薄膜を形成し、しかる後、更に、連続的に同一チャンバ－内で厚さ２
０００Åの合成ワックスの蒸着薄膜を形成して、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体
を製造した。
【００２５】
実施例３
厚さ１２μｍの２軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムの片面に、上記の実施例１
と同様にして、プライマ－コ－ト層を形成した。
次に、上記でプライマ－コ－ト層を形成した２軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィル
ムのプライマ－コ－ト層面に、下記の条件で電子ビ－ム加熱方式を用い、アルミニウムを
蒸着源として使用し、酸素ガスを供給しながら、厚さ２００Åの酸化アルミニウムの蒸着
薄膜層を形成し、しかる後、更に、連続的に同一チャンバ－内で厚さ２０００Åの合成ワ
ックスの蒸着薄膜を形成して、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体を製造した。
（蒸着条件）：
巻取チャンバ－内の真空度、２×１０ - 2ｍｂａｒ
蒸着チャンバ－内の真空度、２×１０ - 4ｍｂａｒ
フィルム速度：４００ｍ／分
【００２６】
実施例４
厚さ２５μｍのキャストポリプロフピレンフィルムの片面に、グラビアコ－ト法を用いて
、下記の条件で厚さ１３００Åのプライマ－コ－ト層を形成した。
（コ－ティング剤組成物）：
主剤；飽和ポリエステル系樹脂（固形分　３０％）
硬化剤；イソシアネ－ト系化合物（固形分　７０％）
混合比；主剤：硬化剤＝５０：５０
溶剤；酢酸エチル
次に、上記でプライマ－コ－ト層を形成したキャストポリプロフピレンフィルムのプライ
マ－コ－ト層面に、下記の条件で電子ビ－ム方式の真空蒸着法を用いて厚さ５００Åのア
ルミニウム蒸着膜を形成し、しかる後、連続的に同一チャンバ－内で厚さ２０００Åの合
成ワックスの蒸着薄膜を形成し、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体を製造した。
（蒸着条件）：
巻取チャンバ－内の真空度、２×１０ - 2ｍｂａｒ
蒸着チャンバ－内の真空度、２×１０ - 4ｍｂａｒ
フィルム速度：２００ｍ／分
【００２７】
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実施例５
厚さ１２μｍの２軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムの片面に、上記の実施例４
と同様にして、プライマ－コ－ト層を形成した。
次に、上記でプライマ－コ－ト層を形成した２軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィル
ムのプライマ－コ－ト層の面に、プラズマ化学蒸着機を用いて、フィルム搬送速度２００
ｍ／分で下記の２層を連続的に同一チャンバ－内で蒸着形成した。
まず、プラズマ化学蒸着法を用い、ヘキサメチルジシロキサンを原料として厚さ１５０Å
の酸化ケイ素の蒸着薄膜を形成し、しかる後、更に、連続的に同一チャンバ－内で厚さ２
０００Åの合成ワックスの蒸着薄膜を形成して、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体
を製造した。
【００２８】
実施例６
厚さ１２μｍの２軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムの片面に、上記の実施例４
と同様にして、プライマ－コ－ト層を形成した。
次に、上記でプライマ－コ－ト層を形成した２軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィル
ムのプライマ－コ－ト層面に、下記の条件で電子ビ－ム加熱方式を用い、アルミニウムを
蒸着源として使用し、酸素ガスを供給しながら、厚さ２００Åの酸化アルミニウムの蒸着
薄膜層を形成し、しかる後、更に、連続的に同一チャンバ－内で厚さ２０００Åの合成ワ
ックスの蒸着薄膜を形成して、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体を製造した。
（蒸着条件）：
巻取チャンバ－内の真空度、２×１０ - 2ｍｂａｒ
蒸着チャンバ－内の真空度、２×１０ - 4ｍｂａｒ
フィルム速度：４００ｍ／分
【００２９】
比較例１
厚さ２５μｍのキャストポリプロフピレンフィルムの片面に、真空蒸着機を用い、上記の
実施例１と同じ条件で電子ビ－ム加熱方式を用いて厚さ２００Åのアルミニウム蒸着薄膜
を形成し、次いで、連続的に同一チャンバ－内で厚さ２０００Åの合成ワックスの蒸着薄
膜を形成し、ガスバリア性蒸着積層体を製造した。
【００３０】
比較例２
厚さ２５μｍのキャストポリプロフピレンフィルムの片面に、実施例１と同じ条件で同様
にして、電子ビ－ム方式の真空蒸着法を用いて厚さ２００Åのアルミニウム蒸着膜を形成
し、ガスバリア性蒸着積層体を製造した。
【００３１】
比較例３
厚さ１２μｍの２軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムの片面に、プラズマ化学蒸
着機を用い、フィルム搬送速度２００ｍ／分で下記の２層を連続的に同一チャンバ－内で
蒸着形成した。
まず、プラズマ化学蒸着法を用い、ヘキサメチルジシロキサンを原料として厚さ１５０Å
の酸化ケイ素の蒸着薄膜を形成し、しかる後、更に、連続的に同一チャンバ－内で厚さ２
０００Åの合成ワックスの蒸着薄膜を形成して、ガスバリア性蒸着積層体を製造した。
【００３２】
比較例４
厚さ１２μｍの２軸延伸ポリエチレンテレフタレ－トフィルムの片面に、真空蒸着機を用
いて、下記の条件で電子ビ－ム加熱方式を用い、アルミニウムを蒸着源として使用し、酸
素ガスを供給しながら、厚さ２００Åの酸化アルミニウムの蒸着薄膜層を形成し、しかる
後、更に、連続的に同一チャンバ－内で厚さ２０００Åの合成ワックスの蒸着薄膜を形成
して、ガスバリア性蒸着積層体を製造した。
（蒸着条件）：
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巻取チャンバ－内の真空度、２×１０ - 2ｍｂａｒ
蒸着チャンバ－内の真空度、２×１０ - 4ｍｂａｒ
フィルム速度：４００ｍ／分
【００３３】
実験例１
上記の実施例１～６で製造した本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体、および、比較例
１～４で製造したガスバリア性蒸着積層体について、酸素透過度と水蒸気透過度を測定し
た。
（１）．酸素透過度の測定
温度２３℃、湿度９０％ＲＨの条件で、米国、モコン（ＭＯＣＯＮ）社製の測定機〔機種
名、オクストラン（ＯＸＴＲＡＮ２／２０）〕を使用して測定した。
（２）．水蒸気透過度の測定
温度３７．８℃、湿度１００％ＲＨの条件で、米国、モコン（ＭＯＣＯＮ）社製の測定機
〔機種名、パ－マトラン（ＰＥＲＭＡＴＲＡＮ３／３１）〕を使用して測定した。
上記で測定した結果を下記の表１に示す。
【００３４】
〔表１〕
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【００３５】
上記の表１に示す結果より明らかなように、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体は、
酸素透過度および水蒸気透過度に優れ、ガスバリア－性素材として有用なものであること
が判明した。
【００３６】
実験例２
次に、上記の実施例２、３、５、６で製造した本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体、
および、比較例３～４で製造したガスバリア性蒸着積層体を使用し、その蒸着薄膜面に、
ウレタン系接着剤を使用して、厚さ１５μｍの２軸延伸ナイロンフィルムを積層し、更に
、該２軸延伸ナイロンフィルム面に、上記と同様に、ウレタン系接着剤を使用して、厚さ
３０μｍの未延伸ポリプロピレンフィルムを貼り合わせて積層体を製造した。
次いで、上記の実施例２、３、５、６で製造した本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体
、および、比較例３～４で製造したガスバリア性蒸着積層体を使用して製造した積層体を
使用し、通常の方法で製袋して三方をヒ－トシ－ルした包装用袋を製造し、しかる後、該
包装用袋の開口部から内容物を充填し、次いで、その開口部をヒ－トシ－ルして包装体を
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製造した。
次に、上記で製造した包装体について、１２０℃、３０ｍｉｎの条件でレトルト処理した
。
上記のレトルト処理前とレトルト処理後の包装用袋について、酸素透過度を測定した。
（１）．酸素透過度の測定
温度２５℃、湿度９０％ＲＨの条件で、米国、モコン（ＭＯＣＯＮ）社製の測定機〔機種
名、オクストラン（ＯＸＴＲＡＮ２／２０）〕を使用して測定した。
上記で測定した結果を下記の表２に示す。
【００３７】
〔表２〕
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３８】
上記の表２に示す結果より明らかなように、本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体を使
用した積層体を使用して製袋した包装用袋は、酸素透過度に優れ、ガスバリア－性素材と
して有用なものであることが判明した。
【００３９】
【発明の効果】
以上の説明で明らかなように、本発明は、基材としてのプラスチック基材の表面に、有機
化合物によるプライマ－コ－ト層を設けることにより、プラスチック基材自身の耐熱性が
向上し、更に、その表面の凹凸を覆ってその平滑性も向上し、また、その表面濡れ性、親
和性等も向上し、金属または金属酸化物の蒸着薄膜層との密接着性を高め得ることに着目
し、まず、プラスチック基材の少なくとも一方の面に、有機化合物によるプライマ－コ－
ト層を設け、次いで、該有機化合物によるプライマ－コ－ト層面に、金属または金属酸化
物の蒸着薄膜層を設け、更に、該金属または金属酸化物の蒸着薄膜層面に、有機化合物の
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蒸着薄膜層を順次に設けて蒸着積層体を製造して、プラスチック基材と金属または金属酸
化物の蒸着薄膜層とが、有機化合物によるプライマ－コ－ト層を介して強固に密接着し、
その層間において層間剥離等の現象が認められず、更に、酸素透過率、水蒸気透過率等に
優れ、極めて有用なバリア性蒸着積層体を製造し得ることができるというものである。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体についてその一例の層構成を示す概略的
断面図である。
【図２】本発明にかかるガスバリア性蒸着積層体の製造法についてその一例の構成を示す
概略的構成図である。
【符号の説明】
１　ガスバリア性蒸着積層体
２　プラスチック基材
３　有機化合物によるプライマ－コ－ト層
４　金属または金属酸化物の薄膜層
５　有機化合物薄膜層
１１　巻き取り式真空蒸着装置
１２　真空チャンバ－
１３　巻き出しロ－ル
１４　ガイドロ－ル
１４´　ガイドロ－ル
１５　ガイドロ－ル
１５´　ガイドロ－ル
１６　コ－ティングドラム
１７　るつぼ
１８　金属または金属酸化物
１９　マスク
２０　るつぼ
２１　有機化合物
２２　巻き取りロ－ル
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】
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